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１ 研究の背景と目的 
 我が国の道路交通事故死者数は、そのピークであった 1970 年の約１万６千人から、2017 年には４千人を下回
るまで減少した。しかし、2020年までに交通事故死者数を 2,500人以下にするという政府目標の達成は危ぶまれ
る状況にあることに加え、究極的には交通事故死者数ゼロを目指すとされており、道路交通事故対策は依然とし
て重要な課題である。 
約４千人まで削減された交通事故死者数をさらに削減し、最終的に交通事故死者数ゼロを目指すことは容易で
はなく、目標達成のために道路交通事故対策の効果を上げていくためには、これまで以上に工夫が必要な状況に
あるといえる。加えて、近年の緊縮財政を鑑みると、限られた人員と予算で効果を上げていくためには、効率的
に道路交通事故対策を実施していくことが求められる。 
我が国では、1970 年より 10 次にわたって交通安全基本計画及び都道府県交通安全計画が作成されており、道
路交通安全に関する目標設定等に関し、重要な役割を果たしてきた。そこで、本研究では、道路交通安全対策を
総合的に定めるこれらの計画に着目し、計画の課題を把握するとともに改善方法の提案を行い、効果的・効率的
な道路交通安全対策の実施に寄与することを目的とする。 
 
２ 交通安全基本計画の課題と改善方法の提案 
２章では、国が策定する交通安全基本計画について分析し、課題の把握と改善方法の検討を行った。これまで
に策定された10次にわたる計画を時系列で比較することにより、その変化を分析する。道路交通安全対策の効果
に影響を与える要素として考えられる目標設定、事故の原因分析、講ずるべき施策の選定の３点について分析を
行った。 
１点目として、目標設定方法については、第７次以前と第８次以降とで設定根拠が変化している。第７次以前
については、将来予測を示すことにより、その予測値を一定割合削減するもの、過去の一時点の水準を目標にす
るなど、過去の経緯に基づくものなど、事故の傾向を踏まえた目標設定方法であったと言える。一方、第８次以
降については、総理大臣の発言に基づき設定される 10年程度の長期目標を根拠とするほか、人口 10万人当たり
の 30日以内死者数を世界各国と比較するなど、トップダウン型の目標設定方法に変化したと言える。 
２点目として、事故の原因分析については、第１次から第 10次までを通して、高齢者や子供といった対象に関
する記述が中心であり、事故対策の具体的な検討に有用な記述は極めて少ない。高齢者を対象とした事故対策は
幅広く、多くの対策が考えられるが、例えば、夜間の横断中における運転者からの視認性が悪いといったことが
分かれば、反射材の活用といった具体的な対策や的を絞った交通安全教育の実施などにつなげることができる。
しかしながら、交通安全基本計画での事故分析に関する記述は、具体的対策の検討に活用できる程度までの詳細
なものとはなっていない。 
３点目として、講ずるべき施策の選定については、構成面において第８次以降で変化が見られた。しかし、事
故分析の結果に対応して講ずるべき施策が選定されるべきであり、事故分析との関連という観点からは、第１次
から第 10まで変化は見られない。講ずるべき施策は、第１次から第 10次まで８つの大項目に沿って体系的に記
述されており、第８次以降では、新規施策・重点施策に関する記述が追加され、講ずるべき施策の中から該当す
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る中項目以下の項目名が示されている。しかし、計画の中で道路交通事故への問題意識として掲げられている事
項と新規施策・重点施策との関連が明確に記述されていないことに加え、問題意識に関連する施策の項目数が減
少するなどの事例も見られており、事故分析あるいは事故への問題意識と施策との連動を意識した記述とはなっ
ていない。そして、目標設定方法が、第８次よりトップダウン型に変化しているが、施策の選択については、そ
れに対応した変化は見られない。 
以上の結果より、第８次以降、事故の傾向を踏まえた目標設定方法からトップダウン型の目標設定方法に変化
したが、施策の選択方法は目標設定方法の変化に対応して変化していないこと、事故分析の結果や事故への問題
意識と施策の選択とが連動して記述されていないことが課題として挙げられる。 
これに対する改善方策としては、次のような方法が考えられる。まず、施策の選択方法は、トップダウン型の
目標設定に対応して、バックキャスティングの考え方に基づく施策の選択を行う必要がある。すなわち、目標を
達成するためには、どのような施策を実施する必要があるのかという観点から施策を選択することが求められる。
また、事故分析の内容を高度化して、具体的対策の検討に活用できるものとしていくことが必要である。 
 
３ 都道府県交通安全計画の課題と改善方法の提案 
３章では、都道府県が策定する都道府県交通安全計画について分析し、課題の把握と改善方法の検討を行った。
国の策定する交通安全基本計画では、第８次以降、目標設定方法が変更されたことに加え、従来の目標指標であ
る交通事故死者数に死傷者数が追加されたこと、新規施策・重点施策が追加されるなど構成面が変化したことな
どから、これらの変化に都道府県交通安全計画がどのように対応しているかを分析するため、第８次及び第９次
の都道府県交通安全計画を分析対象とした。ここでは、国の策定する交通安全基本計画との関係、事故分析と施
策の選択との関係、その他道路交通安全対策に効果が期待できる特徴のある取組の３点について分析した。 
１点目として、国の策定する交通安全基本計画との関係では、都道府県の設定する目標値の合計が国の目標値
を上回ることが明らかとなった。すなわち、各都道府県が目標を達成したとしても、国の目標を達成できないこ
とがあり得る。また、目標設定の根拠が国に準拠するとされている場合においても、死者数の目標設定に関して、
都道府県の目標削減率が国の目標削減率を下回るケースがあることが分かった。死者数に関しては、過去の経験
等を元に調整が行われている可能性がある。 
２点目として、事故分析と施策の選択との関係については、両者の連動を意識して記述している県が 10県程度
であった。事故分析に関しては、全国と比較することにより県の特徴や課題を挙げるケースがほとんどである。
施策の選択に関しては、事故分析の結果に対応する形で重点施策として記述されている。国の交通安全基本計画
に準じて８つの大項目に合わせて体系的に記述される講じるべき施策とは別に、都道府県独自の項目を立てて重
点施策を記述するケースがほとんどであった。これにより、事故分析の内容と施策の選択との関連が明確に記述
されている。 
３点目は、その他の特徴として、施策を実行する担当部署を明記する都道府県が５県程度あった。これは、単
年度計画において、既に予算や事業計画が決定した後に担当部署が記述されるケースと異なり、５年計画におい
て長期的な施策を検討する責任があるという点で意義があり、道路交通安全対策に効果が期待できる取組である。 
以上、都道府県の設定する目標値を合計しても国の目標水準に届かないこと、都道府県の計画では、事故分析
と施策の選択との連動を意識して記述されているケースがあること、担当部署を記述して責任を明確にしている
ケースがあることが確認された。 
これらの結果に対する改善方策としては、まず、目標設定に関して、国が都道府県の目標値を調整することが
考えられる。次に、事故分析と施策の選択の連動、担当部署の記載に関しては、都道府県の情報共有を促進する
ために意見交換の場を設置することが考えられる。各都道府県における第８次と第９次の計画の変化を見ると、
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隣接県の取組を参考にしている可能性のあるケースが確認できており、全国レベルでの情報共有の促進は、都道
府県の計画をより効果的にするために有効な取組だと考えられる。 
 
４ 道路交通安全計画の韓日比較 
４章では韓国における道路交通安全対策のための計画を分析した。２章及び３章の検討結果より、日本におけ
る計画の課題として、トップダウンによる目標設定方法に対応した施策の選択が行われていないこと、国による
都道府県の目標設定の調整が必要であることが明らかとなっているが、これに対して、韓国では、第４次計画か
らトップダウンによる目標設定方法が採用されている。また、国及び地方の計画が日本と同様に作成されており、
国による地方の目標設定の調整がどのように行われているかの情報を得られる可能性がある。 
分析の結果、施策の選択については、韓国の計画では講ずるべき施策の大項目が計画毎に変更されていること
が明らかとなった。日本の計画では、８つの大項目に固定されているのに対して、韓国では、大項目数が５項目
から８項目までの間で変更されていることに加え、項目名にも変更が加えられている。目標達成のために柔軟に
構成が変更されていることが明らかとなった。 
また、韓国では死傷者数が目標指標として採用されておらず、その理由として、負傷者数に関する統計が正し
くない可能性があることが分かった。 
その他、日本の計画と異なる点としては、前計画の評価、実施主体の記載、副目標の設定等が挙げられ、いず
れも我が国の計画において検討の余地があるものと考える。 
 
５ 交通事故指標に関する課題の検討 
５章では、道路交通事故に関する指標の検討を行った。４章での韓国の道路交通安全計画の分析より得られた
知見を踏まえ、日本において一般的に使用されている交通事故統計から得られる死傷者数と自動車保険データを
用いた推計値とを比較した。 
死傷者数の全国値では、保険データによる推計値が交通事故統計の値を上回り、2005年頃から両者の乖離が大
きくなり始め、2017年には保険データによる推計値が交通事故統計の値の２倍程度となった。 
死傷者数を都道府県別に比較した結果、交通事故統計の値と保険データによる推計値との乖離の程度は都道府
県によって異なっており、その違いは1.1倍から4.5倍までばらつきがあった。 
以上の結果より、交通事故統計は全ての死傷者数を把握できていない可能性があること、その程度は都道府県
によりばらつきがあることを明らかにした。 
道路交通事故対策の効果を評価するに当たっては、全国値での時系列の比較を行う場合と都道府県別に地域間
の比較を行う場合とのいずれの場合においても、交通事故統計では全死傷者数を把握できない可能性があること
を明らかにした。 
 
６ 道路交通安全対策効果の評価手法に関する検討 
６章では、計画に定められた対策の効率的な実行について検討した。対策を実行する際の効率としては、一つ
の対策に対してより少ない人員、予算で実行する観点と、複数の異なる対策がある場合において、より費用対効
果の高い対策を優先して実行する観点との２つが考えられるが、ここでは、後者の優先順位の観点からの効率を
検討した。 
複数の対策を比較するに当たっては、費用と効果を貨幣換算するなどして同一の尺度で比較することに加え、
社会全体への影響を把握することが求められるが、このような分析を行う手法として規制影響分析（RIA）があ
る。我が国では、政府が規制を行う際の規制影響分析の実施が 2007年より義務付けられているが、定量的に分析
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を行った事例は極めて少ない。  
そこで、規制影響分析によりどのような分析を行うことができるのかを確認し、対策の優先順位の決定への活
用可能性を検討するため、ドライブレコーダーの設置義務化を事例として規制影響分析を行った。 
ドライブレコーダーの設置に伴う効果として、ドライバーが安全運転を心掛けることで事故防止が期待される
ことによる事故件数削減効果、事故発生時に証拠として活用することによる事故処理費用削減効果、安全運転に
伴い燃費が向上することによる燃料費用削減効果、事故発生時に証拠として活用することができるという心理的
な安心感に伴う心理的効果の４つを対象とした。また、ドライブレコーダーの売上向上に伴う経済的な影響等に
ついても考慮した。 
規制影響分析により明らかとなったことの例を挙げると、次のとおりである。 
①全車種を規制対象とした場合、費用便益費は 1.68であり、事故に関連する事故件数削減効果及び事故処理時
間削減効果とそれ以外である燃料費用削減効果及び心理的効果とは同程度である。 
②全車種を規制対象とした場合、事故に関連する事故件数削減効果及び事故処理時間削減効果のみを考慮する
と費用便益費は0.86となる。 
③全車種を規制対象とした場合、費用負担のない歩行者・自転車利用者も全便益の約６％の効果が波及する。 
これらのことより、規制影響分析を実施することで効果別の費用対効果、主体間の移転等を把握して政策判断
に活用する事例を示すとともに、規制影響分析を対策の優先順位決定に活用することの有効性を示した。 
 
７ 結論と今後の課題 
７章では、各章で得られた結果をまとめ、結論と今後の課題について述べた。 
２章の交通安全基本計画の分析からは、目標設定方法がトップダウン型に変化しているにもかかわらず、施策
の選択は、それに対応していないことから、バックキャスティングの考え方により、目標達成のためにどのよう
な施策を選択すべきかを検討することを提案した。そして、事故分析を高度化して具体的対策と連動する形で記
述することを提案した。 
第３章の都道府県交通安全計画の分析からは、国が都道府県の目標設定を調整することの必要性を明らかにす
るとともに、事故分析と施策の選択の連動、施策の実施機関の明示など、一部の県で実施されている取組を全国
の都道府県で共有する仕組みの構築を提案した。 
第４章では、韓国における道路交通安全計画の分析より、トップダウンによる目標設定に対応した施策の選択、
前計画の評価、実施主体の記載、副目標の設定等に関する知見を得た。 
第５章の道路交通事故に関する指標の検討からは、交通事故統計により得られる死傷者数は、必ずしも全ての
死傷者数を捉えていない可能性があることを明らかにし、道路交通事故対策の評価を行う際には、交通事故統計
データのみを使用すると判断を誤る危険性があることを示した。 
第６章では、複数の異なる事故対策の優先順位を検討する手段として規制影響分析を活用する手法について、
ドライブレコーダー設置義務化を事例とした検討を行い、規制影響分析の結果を政策判断に活用する方策を示し
た。 
これらの結果より、我が国における道路交通安全対策のための総合計画について、計画の作成、実行、評価に
関連した課題を明らかにするとともに、課題の改善方策を提案することができた。 
今後の課題としては、歩行者、自転車利用者等の状態別に地域間の危険性を比較・評価する方法の検討が挙げ
られる。これにより、事故分析を高度化して、さらに効果的・効率的な事故対策につなげることができるものと
考える。 
